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REPORT
特産品の開発

ごみ処理・道路行政を調査

産 業 建 設

幼稚園・保育園の
現状を調査

教 育 民 生

中長期財政計画を調査

総 務

●産業振興、観光適地の土地利用
について
●盛岡広域都市計画区域区分につ
いて

●子どもの居場所づくりについて
●障害者自立支援について
●地域包括支援について

●岩手県肉牛生産公社滝沢牧場の
契約について
●公の施設使用料の減免制度につ
いて

●特産品の開発と産業振興について
　現在試作研究されている岩魚の
冷燻製や料理などが付加価値を高
め、市場に受け入れられるよう産学
官等との連携を強化し、また、生産
者の技術の向上、宣伝方法、販路の
確立、営業活動等を商工会と協議
し総合的、具体的に検討する必要
がある。
●ごみ処理（溶融炉施設）について
　処理コストの削減に向け、専門
職員の育成、溶融炉施設のある自
治体や組合との情報交換、事例研
究を更に進める必要がある。
　また、実情を住民に示し、一般家
庭ごみの有料化、農業用廃プラス
チック、あわせ産廃の処理などを
十分議論する必要がある。
●道路行政について
　一本木バイパスは、用地買収の
難航などにより、完成が大幅に遅
れているが、県において18年度に
４億円を超える予算措置がされて
おり、確実に工事が施工され、22
年度に開通することを期待する。
　茨島土沢線は、国・県道を結ぶ重
要路線である。県道との結節点改
良も重要課題であり、村道細谷地
線との食違い交差及び、村道洞畑
平蔵沢線との接続等、住民協働の
観点からも周辺住民と検討を重ね
ながら進めるべきである。

　本村においても出生率の減少に

よって、幼・保両園の定員割れの可

能性は否めない。これからの幼保

関係は、単なる施設共用を超えて、

同じ保育室で保育士と幼稚園教諭

によって幼保園児が一緒に保育を

受けるという実質的な一元化が可

能な段階に来ている。

　そのために、一元化の経験の長

さや施設の規模、併設型や幼稚園

型といった実施形態の分析を深

め、多様な運営形態が可能となる

ような柔軟な枠組みとしなければ

ならない。しかも基本を守る仕組み

は重視し、教育・保育の質の確保を

図るために課題を克服し、内容が

適正に図られるよう努めなければ

ならない。

　また、幼保で異なる運営費を処

理する煩雑さや、職員の時間確保

の難しさなどの課題を克服し、経営

組織の財政力の確立と統廃合を考

慮し運営改善を図り、補助費の削

減に繋げ積極的に一元化の実現に

努力することを期待する。

　地方財政は、大幅な財源不足が

生じるなど極めて厳しい状況にあ

る。このため ､18年度地方財政対

策において ､国の予算編成も踏ま

えつつ、地方財政計画歳出の見直

しに努めるとともに、自治体の安

定的な財政運営に必要な地方交付

税、地方税などの一般財源の総枠

を確保した。

　税源の移譲については、｢基本

方針2005｣等に沿って、概ね３兆

円規模の税源移譲を実現した。個

人住民税の所得割の税率をフラッ

ト化し、地方税中心の歳入構造を

構築することとしたものである。

　村の財政危機を克服するために

は、｢歳出の削減 ｣はむろん ｢歳

入の確保 ｣の具体的な取り組みが

必要である。

　今後は納税の啓発と徴収部門の

強化、公有財産の管理、税制の再検

討、新たな財源を確保するため、受

益者負担のあり方なども含め取り

組む必要もある。

　第 5次滝沢村総合計画の将来

像の実現のため、中長期的な展望

をもった行政運営と健全な財政計

画の策定が重要である。

常 任 委 員 会 の 調 査 活 動 （3月議会報告）
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　　　　　　　　2月 15日

実施日／平成18年 1月 18日
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調査先／教育部・健康福祉部
　　　　大釜幼稚園・保育園

調査先／経営企画部調査先／環境産業部・都市整備部


